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7対1病床の経営モデルからの転換
－ダウンサイジングの必然性－







































































































































































































平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
医療費の伸び率 ① 0．0％ 3．0％ 2．0％ 3．4％ 3．9％ 3．1％ 1．6％ 2．2％ 1．8％
診療報酬改定の影響
（消費税対応分を除く） ② －3．18％ －0．82％ 0．19％ 0．004％ －1．26％
人口増の影響 ③ 0．0％ 0．0％ －0．1％ －0．1％ 0．0％ －0．2％ －0．2％ －0．2％ －0．2％
高齢化の影響 ④ 1．3％ 1．5％ 1．3％ 1．4％ 1．6％ 1．2％ 1．4％ 1．3％ 1．2％
診療報酬改定の影響
































































































































































































































調整係数 病院数 最小値 最大値 中央値 母標準偏差
Ｈ15 82 0．9351 1．1452 1．034 0．04
Ｈ16 144 0．8393 1．1817 1．0375 0．0742
Ｈ18 359 0．8019 1．2274 1．0202 0．0607
Ｈ20 715 0．8597 1．3242 1．0603 0．0628
Ｈ21 1280 0．8597 1．3242 1．0473 0．0602
Ｈ22年（4～7月） 1390 0．88 1．3309 1．0559 0．0599







































































































































































































































































































































Ｃ群（ｎ＝105） 減少 増加 Ｄ群（ｎ＝62）
Ｈ25年 Ｈ26年 前年比 Ｈ25年 Ｈ26年 前年比
平均在院日数 15．6日 14．6日 ▲6．2％ 15．0日 15．9日 5．4％










収益（百万円） 622．3 658．8 5．8％ 484．3 513．6 6．1％
一人1日当り
入院単価（円） 57，598 59，489 3．3％ 54，831 53，732 ▲2．0％
Ａ群（ｎ＝204） Ｂ群（ｎ＝49）
平均在院日数 16．4日 14．8日 ▲9．7％ 15．3日 16．3日 6．0％
病床利用率 78．7％ 74．2％ ▲5．7％ 78．4％ 77．1％ ▲1．6％
減少 一病院平均入院収益（百万円） 570．2 565．6 ▲0．8％ 493．6 487．3 ▲1．3％
一人1日当り









































































































































































































































































mhlw. go. jp / seisakunitsuite / bunya / kenkou _ iryou / iryou / byousyoukinou / dl / h27 _
houkoku_manual.pdf（オンライン引用日：2016年6月10日）
2 一般社団法人全国公私病院連盟と一般社団法人日本病院会による「病院運営実態分析調
査の概要」の各年度から作成した。http://www005.upp.so-net.ne.jp/byo-ren/2/（引用
日：2016年6月10日）
3 厚生労働省，第91回社会保障審議会医療保険部会資料，参考資料4「平成28年度診療報
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酬改定の基本方針（骨子案）に関する参考資料」，平成27年11月20日。http://www.mhlw.
go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou
/0000104924.pdf（オンライン引用日：2016年6月10日）
4 総額とは本体部分と薬価部分の合計のこと。本体部分とは，医科，歯科，調剤（薬局）
むけの診療報酬の公定価格であり，薬価とは保健医療機関で処方される医薬品の公定価
格である。薬価はこのところ毎回マイナスであり，この年もマイナス1．2％であった。
本体部分と薬価部分を合わせて診療報酬全体を構成する。
5 平成18年度の診療報酬改定の際に，看護基準の呼び方がかわり，常時（24時間）患者10
人に一人の看護師が看護する体制のことを10対1と呼ぶこととなり，従来の2対1のこ
ととされた。
6 厚生労働省の第7回診療報酬調査専門組織・DPC評価分科会（平成27年度11月16日）
における，DPC導入の影響評価に関する調査（参考資料）の施設概要表によると，2014
年度（平成26年度）末のDPC（準備病院を除く）対象病院は1，280病院で371，226床で
あり，同年度末の7対1病床全体の380．4千床と比較すれば，そのDPC比率は約98％
（97．6％）となる。
7 厚生労働省，平成26年度医療施設調査による。
8 厚生労働省，診療報酬調査専門組織DPC評価分科会資料「DPC制度の基本的な考え方
に関連する論点（2）」平成22年11月24日。（オンライン引用日：2016年6月10日）
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000000x248-att/2r9852000000x2an.pdf
9 この調査の対象となった病院の病床規模については平均値は示されておらず，また各年
で若干変化があるが，平成26年度6月調査では99床までで6．7％，100～199床で24．7％，
200～299床で17．2％，300～399床で16．4％，400～499床で13．4％，500床以上で21．7％
であり，日本の病院の規模別の構成に比べると大病院が多いことになるが，急性期病院
の実態を反映しているといえる。
10 厚生労働省平成22年度賃金構造基本統計調査における一般労働者の職種別賃金の第一表。
看護師欄の10人以上の企業規模欄による。46，363人の平均値。勤続7．3年で37．5歳の場
合。
11 内閣府の平成26年度年次経済財政報告 p76。「限界的な収入を病床の入院基本料，限界
的な費用を看護職員の人件費によって表現する。収入（入院基本料｟日額｠）から費用
（看護職員の給与｟日額｠）を引いた額をみると，看護師配置の厚い病床ほど限界的な
利益率は高くないものの，利益幅が大きい。医療機関は営利法人ではないため，収益率
を念頭に置いた行動を取るのではなく，総収支の差を改善することを目指し行動するこ
とも見込まれ，こうした観点からは，医療機関が一病床当たりの収益が多い7対1の病
床を増やしたという結果も合理的だと考えられよう。」とある。
12 平成27年10月15日に開催された，中央社会保険医療協議会診療報酬調査専門組織入院医
療等の調査・評価分科会，平成27年度第10回入院医療等の調査・評価分科会における【別
添】資料編 p9の「7対1入院基本料の届出病床数の動向」による。平成27年4月時点
の各地区の厚生局への届け出をまとめたもの。（オンライン引用日：2016年6月10日）
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http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12404000-Hokenkyoku-Iryouka/0000101379.pdf
13（株）日本アルトマークによる全国病院の施設基準届出状況の調査発表。2015年10月1
日時点で，全国の厚生局および病院に対して行った調査の結果を2016年2月29日に発表
したもの。http://www.ultmarc.co.jp/contents/pdf/20160229_News.pdf（オンライン引
用日：2016年6月10日）
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